
四日市市 栃木県 長崎県

実施時期 ２３年度から ２４年度から ２４年度から

２４年度の会期 ２４年５月１５日～２５年４月３０日
２４年４月１６日～１２月２７日
２５年１月１６日～３月３１日

２４年５月２３日～２５年３月２２日

本会議の設定方法 ①４会期制のときの定例会をそのま
ま４回の定例月に変更しており，本
会議日数に変更はない

②必要に応じて緊急議会（臨時会に
相当）を開催することとしている

③各定例月において，次の次の定
例月の本会議日程まで定めている

①４会期制のときの定例会をそのま
ま４回の定例月に変更しており，本
会議日数に変更はない

②必要に応じて臨時会議（臨時会に
相当）を開催することとしている

③あらかじめ一年間の本会議日程
を定めている

①４会期制のときの定例会をそのま
ま４回の定例月に変更しており，本
会議日数に変更はない

②必要に応じて緊急議会（臨時会に
相当）を開催することとしている

③各定例月において，次の定例月
の本会議日程を定めている

本会議開催日数 ２２年度 ２６日 ２３年度 ２４日 ２２年度 ２３日

２３年度 ２８日 ２４年度 ２４日 ２３年度 ２３日

２４年度 ２７日 ２４年度 ２３日

導入の効果 年度末の市税条例の一部改正な
ど，従来の専決処分ではなく，審議
することができた。
また，常任委員会は，一年中が会

期中となったため，常に所管事務調
査ができることとなった。

災害対策の補正予算など，突発的
な事態が発生した際に，迅速かつ適
切な対応ができた。

政策立案機能の強化や監視機能
の強化を目的に導入しており，各定
例月における常任委員会の審査日
数を増やし，委員間討議，参考人招
致，現地調査などを実施している。

２２年度 １５人 ２３年度 １３６人 ２３年度 ５２人

２３年度 ２４人 ２４年度 ９１人 ２４年度 ８３人

２４年度 １８人

導入に当たって執行
機関に配慮した事項
や導入後の職員の
状況

定例月議会や緊急の本会議の日
程の決定に当たっては，あらかじめ
執行機関側と十分な調整を行うこと
としている。
常任委員会の開催日数の増加に

伴う事務は発生しているが，それ以
外に特に変化はない。

臨時の本会議では，執行機関の出
席要求の範囲を限定するとともに常
任委員会についても，調査内容に
よって出席する理事者を限定した。
常任委員会の開催日数の増加に

伴う事務は発生しているが，それ以
外に特に変化はない。

常任委員会については，あらかじ
め部局別の審査日程表を作成し，理
事者の出席日を限定するようにし
た。
常任委員会の開催日数の増加に

伴う事務は発生しているが，それ以
外に特に変化はない。

参考：本会議傍聴者数
（一日当たりの平均）

※栃木県は２４年度から一会期制を導入したが，２５年度から通年会期制（会期：２５年４月１日～２６年３月３１日）に変更予定

※三重県は２５年１月から一会期制（会期：２５年１月１７日～１２月２０日）を実施

一会期制を実施している他自治体の状況

平成２５年３月
市会事務局
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